
厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

診断されて間もない人への情報提供資材の評価と活用に関する研究 

 

研究分担者 藤 也寸志 国立病院機構九州がんセンター（院長）  

 

研究要旨  

本年度は、本研究班として作成された情報提供資材（冊子）『がんと診断されたあなたに

知ってほしいこと』の活用方法に関して議論を行った。その冊子には、診断後間もない患者

へ医師等が情報提供することが求められるが、実際には提供が不十分とされていることが

平易な記載で網羅されており、さらに患者をがん相談支援センターへつなぐ大きな役割を

果たすことが期待される。本研究班では、医師の冊子活用意向や負担感の度合いに関して、

医師へのアンケート・インタビュー調査およびがん相談支援センターへのアンケート調査

が計画されている。本年度は、これらの実施の前提となる、冊子が新規に作成された経緯や

冊子の利用方法などについて、どのように医師等に認識させるかの検討を行った。 

 

A． 研究目的 

がんと診断されて間もない人への情報提供のため

に作成された「診断後間もない人への情報提供資材

（冊子）」（2022年2月公開、5月より拠点病院で

の利用開始）の普及と活用方法について検討する。

本年度は、活用の前提となる本冊子の意義や活用方

法についての医師の認識向上の方法について検討を

行った。 

 

B． 研究方法 

1. 医師を中心とした現場スタッフへ、本冊子に関

する説明会を開催する。 

2. 冊子の手渡しと効果の検証のためのシステムを

整備する。 

3. 本研究班の計画である「医師への事前・事後のア

ンケート調査」「医師へのインタビュー調査」「が

ん相談支援センターを対象としたアンケート調

査」へ参画をする。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究における情報の分析・調査については、原則

として匿名化したデータを扱うため、個人情報保護

上は特に問題は発生しないと考える。 

 

C． 研究結果 

以下、九州がんセンターで行う予定の取り組みを

列挙する。 

1. 分担研究者から、がん相談支援センター所属の

医師、がん専門相談員に加えて、幹部（院長・副

院長・看護部長・事務部長等）へ、本冊子に関し

て説明を行い、その意義の共通認識を深める。 

（がん相談支援センター所属の医師は、本冊子

の作成協力者であり、看護師長と看護師は、本研

究班の協力者でもあるため、既に十分認識はし

ている） 

2. 医師を対象とした説明会の開催 

各診療科部長や医長に対して、本冊子を配布し、

その意義や活用方法についての説明を行う。そ

の際に、研究班作成の動画を用いる予定である。 

（2022年5月頃より開始予定） 

3. 引き続き、がん専門相談員や入退院支援センタ

ー看護師等を中心として、同様の説明会を行う。 

4. （2022年6月頃より開始予定） 

5. 以上に加えて、がん専門相談員を中心として、全

病棟に出前講座を頻回に行うことによって、ス

タッフ医師や病棟看護師等への認識も高める。 

（九州がんセンターでは、種々の情報共有のた

めの病棟や部門への出前講座が頻回に行われて

いる。このような活動の土壌は培われている。） 

（2022年7月頃より9月頃を目途に、各部門への

説明出前講座を順次開始する予定） 

6. 以上を前提として、本研究班の計画である「医師

への事前・事後のアンケート調査」「医師へのイ

ンタビュー調査」「がん相談支援センターを対象

としたアンケート調査」へ参画をする。 

 

D．考察 

本情報提供資材『がんと診断されたあなたに知っ

てほしいこと』の活用が進めば、診断後間もないがん

患者や家族にとって必要な情報が、伝わりやすくな



ると期待される。ただし、がん相談支援センターの紹

介を目的としたリーフレット等はすでに作られてい

る場合が多いにも関わらず、がん相談支援センター

の周知が不十分な実態がある。このことは、本冊子を

如何にしてがん患者・家族に届けるかに関しての有

効なシステム整備がないと、その効果を発揮するに

は至らないことが予想される。そのためには、まず現

場の医師や看護師に、（従来の単なるリーフレットと

は異なる）本冊子の内容の理解と意義を認識させな

ければならない。  

そのための医師・看護師等への説明会の継続的な開

催は必須である。しかし、冊子を手渡せば済むという

認識では不十分である。冊子の手渡し機会の増加に

とどまらず、本冊子は、以下のような効果をもたらす

ことも期待される。 

⚫ まず、医師にとって説明が必要な項目の理解を

高める。 

就労支援や生殖機能温存などの説明の必要性の

認識は、医師においても未だ不十分である実態

を改善できる可能性がある。 

⚫ それらの説明に十分な時間が割きにくい医師に

とっても、平易な言葉で示される情報は、情報提

供資材として役に立つ（負担感の軽減）という認

識を持つことができる。 

⚫ さらに、利用価値を認めた医師による、周辺の医

師への利用促進がなされる。 

 

E．結論 

がんと診断されて間もない人への情報提供のため

に作成された冊子『がんと診断されたあなたに知っ

てほしいこと』の普及と活用を進めることにより、情

報が不足しているがん患者・家族の減少、がん相談

支援センターの周知と利用の促進、さらにはその説

明をする医師をはじめとした現場スタッフの負担軽

減がもたらせることが期待される。そのための配布

のための確固たるシステム整備が求められる。 
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